
頑張る地方応援プログラム

都道府県名 東京都 市町村名

プロジェクト名
新規・継続の
区分

継続

プロジェクトの
期間

平成１９年度～平成２２年度
（以降も継続予定）

政策分野の分類
（①～⑪）

住民への公表の
方法（ホームページ
アドレス等）

総事業費
（単位：千円）

（うちH21事業費）

1,467

(755)

12,235

(3,997)

http://www.town.mizuho.tokyo.jp/housin-keikaku/ganbaru/ganbarup.html

プロジェクトを構成する具体の事業・施策

　乳幼児の発育状態を確認し、正常な発育、発達を支援します。

　核家族化が進むにつれ、妊娠・出産・育児の不安を抱える妊婦が増加
傾向にあります。同じ時期に妊娠・出産・育児を迎え、悩みを共有できる
友だちづくりが大変重要であり、男性の育児参加の促進も不可欠です。
医師や助産師など専門家の協力のもと、妊娠・出産・育児での不安解消
のため妊婦への支援を行います。

名称 事業概要

乳幼児健康診査
事業

妊婦支援事業

③少子化対策プロジェクト

瑞穂町

プロジェクトの
目的、概要及び
具体的な成果目
標

（目的、概要）
現在の急速な少子化による人口減少は、今後の地域社会の基盤に関わる重要な問題となっ
ています。瑞穂町では、妊娠・出産・育児に係る経済的、精神的な負担の軽減を図るべく、子育
て家庭を支援するための環境の整備等各種事業に取り組んでいます。「安心して子どもを産み
育てられる環境づくり」、「仕事と子育ての両立支援」を目標に、児童福祉の向上を図り、子育て
しやすいまちづくりを推進します。

（具体的な成果目標）
　①瑞穂町長期総合計画における平成２２年までの一世帯あたりの世帯員数は２．７８人を想定
していますが、現在は２．５５人と想定を既に下回っています。他市の状況と同様に瑞穂町にお
いても核家族化による世帯分離が進み、全体の世帯数が増加していることに加え、少子化が世
帯員数を減少させる要因となっています。これまでも子育て支援センターの開設など子育て支
援策を展開していますが、この「子育て支援プロジェクト」による子育て支援策を強化し、出生数
の減少をとどめ、平成２１年度末で２．５７５人とすることを目標とします。

　②少子化傾向であるにもかかわらず、保育園への入園を希望する待機児は減少していませ
ん。団塊の世代の退職期を迎え、労働人口の減少に伴って、社会的に女性の労働力に期待す
る機会が増えるものと思われますが、これまでの児童監護システムだけでは、ニーズに応えるこ
とが難しくなることも予想されます。各家庭に対する子育て支援の一環として、認可外保育園へ
就園する場合に公立・私立・認可保育園への就園と同等の負担となるよう助成を行うことで、平
成１９年度の待機児数（２２名）を基準として平成２２年度末までに３０％減少（待機児数１５名）さ
せることを目標とします。

　③核家族化が進むにつれ、妊娠・出産・育児の不安を抱える妊婦が増加傾向にあります。同
じ時期に妊娠・出産・育児を迎え、悩みを共有できる友だちづくりが大変重要であり、男性の育
児参加の促進も不可欠であるため、医師や助産師など専門家の協力のもと、平成１８年度４０．
４％である両親学級の受講率を、平成２２年度末までに４２％まで、引き上げることを目標としま
す。

子育て支援プロジェクト



661

(204)

82,674

(33,462)

206,188

(71,895)

303,225

(110,313)

　事業費については平成１９年度～２１年度までの３年間の総事業費を記載。（妊婦支援事業のみ平成２０年度か
ら２年間の事業費を記載）

総　　　計

その他特記事項

ブックスタート事
業

　子育てに不安を抱く親が増加し、良好な親子関係が育みにくい状況が
顕著になってきています。このため、乳幼児（３・４カ月児）健診時に全て
の赤ちゃんに絵本を手渡すことで、父母等が赤ちゃんに優しく語りかける
ことにより親子の豊かな心を育むことができます。

認可外保育所利
用助成事業

私立幼稚園就園
助成事業

　希望をしても町内の保育園に入ることが順番待ちの状態であるため、認
可外保育所を利用する場合において、保護者の負担軽減のため保育料
を助成します。

　幼稚園在園児の保護者の負担を軽減するため、入園料と保育料を補助
対象として補助金を交付します。


